
大分県障がい福祉計画（第３期）の

進捗状況について





 ア　障がい者が安心して暮らせる地域生活への支援

①　入所施設からの地域移行

【　数値目標及び実績　】

人

人

人

　◎　地域生活移行者数の推移 （単位：人）

②　施設入所者削減数

【　数値目標及び実績　】

人

人

人

　◎　施設入所者削減数の推移 （単位：人）

※入所期間の長短を問わず、４月１日時点で入所施設に入所している者

※各市町村数値の積み上げ

A-B （C) C/A

施設入所者数 2,224 2,073 2,005 1,969 1,973 251 11.3%

年度 H17.10.1(A) H22.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1(B)

【実績】H２５年度までの削減数 △ 251 （11.3%）

※各市町村の「H２６年度までの削減数目標値」の積み上げ

287 320

※各市町村数値の積み上げ

達成率　８５．９％ 国の指針

対象者（平成１７年１０月１日現在の施設入所者） 2,224
平成26年度末において、計画
策定時（H17.10.1現在）の施設
入所者数を『１割以上』削減す
る。

【目標】H２６年度までの削減数※

H１８年度からの累計 31 78 119 190 221 260

△292 (13.1%)

地域生活移行者数 31 47 41 71 31 39 27 33

※H２６年度末までの目標値は、H１８～H２２の５年間の実績（１９．６％増）をそのまま目標値として設定している。

（国の基本指針を踏まえたうえで、県下各市町村と実績や実情等について協議・調整を行った結果、上記目標値を設定）

年度

第1期 第2期 第3期

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

【目標】H２６年度末までの地域生活移行者数（H１８～H２６） 436 (19.6%)

【実績】H２５年度末までの地域生活移行者数 320 (14.3%)

（１）大分県障がい福祉計画（第３期）の進捗状況について

達成率　７３．３％ 国の指針

対象者（平成１７年１０月１日現在の施設入所者） 2,224

平成26年度末において、計画
策定時（H17.10.1現在）の施設
入所者数の『３割以上』が地域
生活へ移行する。
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③　精神科病院からの地域移行

【　数値目標及び実績　】

％

％

％

【　数値目標及び実績　】

人

人

人

※「入院５年以上かつ６５歳以上の退院者数」は、各年６月（１ヶ月）に退院した者の数から推計

※「平成２５年度実績」は、国が実施した「平成２５年度精神保健福祉資料調査」による平成２５年６月の退院者数から推計

【　数値目標及び実績　】

人

人

人【実績】上記のうち地域移行者数（平成２５年度）※３ 17

※１ 精神科病院への調査に基づく１年以上入院者のうち支援が必要な者の数

※２ 全国の精神障がい者地域移行特別対策事業の支援対象者（H22）のうち、退院した人の割合は３４．８％であった。
　　精神障がい者に身近な市町村で個別給付化されることから、H26年度には、支援対象者のうち５０％の人が地域移行
　　することを目指すこととした。

年度
地域生活移行者数

H24年度からの累計

第3期

H24 H25

10 7

10 17

◎　地域生活移行者数の推移

※３ 対象者１９２名のうち、平成２５年度までに退院した者の数

180 （±0%）

地域移行支援等による地域移行対象者※１ 192

【目標】上記のうち地域移行者数（平成２４～２６年度）※２ 96

達成率　８３．３％ 国の指針

入院5年以上かつ65歳以上の退院者数（平成２０年度） 180

平成26年度おける平均退院数
を（平成20年度値）より20％相
当分増加させる。

【目標】入院5年以上かつ65歳以上の退院者数（平成２６年度） 216 (+20.0%)

【実績】入院5年以上かつ65歳以上の退院者数（平成２５年度）

(+7.0%)

【実績】入院１年未満の退院率（＊平成２５年度） 67.4 (+3.6%)

※「入院１年未満の退院率」は、各年６月（１ヶ月）の入院者のうち、その後１年間で退院した者の数の割合から推計

※「平成２５年度実績」は、国が実施した「平成２５年度精神保健福祉資料調査」による平成２４年６月の入院者のうち
　平成２５年５月までに退院した者の数から推計

達成率　９６．８％ 国の指針

入院１年未満の退院率（平成２０年度） 65.0

平成26年度おける平均退院数
を（平成20年度値）より7％相
当分増加させる。

【目標】入院１年未満の退院率（平成２６年度） 69.6
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④　相談支援従事者養成数

【　数値目標及び実績　】

人

人

人

　◎　相談支援従事者養成数の推移 （単位：人）

【参考】　グループホーム、ケアホームのサービス見込み量

【　数値目標及び実績　】

人

人

人

　◎　グループホーム・ケアホームのサービス量の推移 （単位：人）

合計 852 891 1,055 1,183

グループホーム 673 690 793 880

ケアホーム 179 201 262 303

【実績】サービス量（平成２５年度３月実績）※２ 1,183 （1.38倍）

※１各市町村の平成２６年度３月の見込量の積み上げ

※２ 各市町村数値の積み上げ

年　　　度 H22 H23 H24 H25

サービス量（平成２２年度） 852

【目標】サービス量（平成２６年度３月実績）※１ 1,307 （1.53倍）

相談支援従事者養成 1,150 1,256 1,369 1,514

達成率　９０．５％

【実績】相談支援従事者養成数（平成２６年３月３１日現在）※２ 1,514 （1.31倍）

※１ H２２．３．３１時点のケアマネジメント従事者の養成研修の修了者（５８３人）に、H１２～H１６の平均養成者数
（約１０６人） をH１７～H２６の１０年分積み上げた数値（５８３人＋（約１０６人×１０年）≒１，６４４人）
※２ 相談支援従事者初任者研修（５日間コース）の修了者数

年　　　度 H23.3.31 H24.3.31 H25.3.31 H26.3.31

達成率　９２．０％

相談支援従事者養成数（平成２３年３月３１日現在） 1,150

【目標】相談支援従事者養成数（平成２７年３月３１日現在）※１ 1,644 （1.43倍）
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 イ　障がい者の就労促進

⑤　福祉施設からの一般就労への移行

【　数値目標及び実績　】

人

人

人

　◎　福祉施設からの一般就労者数の推移 （単位：人）

⑥　障がい者雇用率全国順位

【　数値目標及び実績　】 ※１

位

位

位

⑦　平均工賃月額

【　数値目標及び実績　】 達成率　１０４．５％

円

円

円

※1過去４年間（H18～H22）伸び率の２倍の伸び率を目標とする

※２ 大分県平均工賃月額一覧より 

【目標】平均工賃（平成２６年度）※１ 15,179 191 （1.08％)

【実績】平均工賃（平成２５年度）※２ 15,869 207 （1.12％)

※１　４２都道府県÷４７都道府県＝０．８９３＝８９．３％

※ ２　厚生労働省 障害者雇用状況報告より

月額 時給

平均工賃（平成２２年度） 14,059 177

【目標】障がい者雇用率（平成２６年度） 1

【実績】障がい者雇用率（平成２５年度）※２ 5
　【参考】

　身体1.67(1位)、知的0.38(33位)、精神0.10(16位)】

生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援（A型・B型）

達成率　８９．３％ 

障がい者雇用率（平成２３年度） 6
　【参考】

　身体1.65(1位)、知的0.29(40位)、精神0.06(17位)】

94 89

目標達成率 39.1% 65.2% 69.6% 69.6% 78.3% 94.6% 102.1%

年間一般就労移行者数 36 60 64 64 72 87

96.7%

※福祉施設とは、以下の施設をいう。

※各市町村数値の積み上げ

年度

第1期 第2期 第3期

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

年間一般就労移行者数（平成１７年度） 23

平成26年度中に福祉施設から一般就
労する者を、平成17年度実績の『4倍以
上』とする。

【目標】年間就労移行者数（平成２６年度） 92

【実績】年間就労移行者数（平成２５年度）※ 89

達成率　９６．７％ 国の基本指針

4



 ウ　障がいのある子どもと親へのライフステージを通じた支援

⑧　発達相談支援につながった未就学児数

【　数値目標及び実績　】

人

人

人

⑨　放課後等デイサービス事業所箇所数

【　数値目標及び実績　】 達成率　１０６．２％

※　県の指定事業所数

【目標】放課後等デイサービス事業所箇所数（平成２６年度） 48 ヵ所 （2.67倍）

【実績】放課後等デイサービス事業所箇所数（平成２５年度）※ 51 ヵ所 （2.83倍）

※１ 発達障がいの疑いのある５歳児全員が発達相談を受けることを目標とする

※２ 市町村の実施状況報告を集計

児童デイサービス事業所箇所数（平成２２年度） 18 ヵ所

【目標】発達相談支援につながった未就学児童（平成２６年度）※１ 500 （3.73倍）

【実績】発達相談支援につながった未就学児童（平成２５年度）※２ 407 （3.03倍）

達成率　８１．４％

発達相談支援につながった未就学児童（平成２２年度） 134
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 ④．相 談 支 援

〈計画相談支援支援利用見込み人数〉 （人）

圏　域 ２４年度見込 ２４年度実績 ２５年度見込 ２５年度実績 ２６年度見込

東　部 274 60 326 92 379

中　部 570 198 796 362 1,129

南　部 28 8 58 52 124

豊　肥 17 1 40 54 78

西　部 153 8 160 13 173

北　部 135 19 185 94 267

計 1,177 294 1,565 667 2,150

〈地域移行支援利用見込み人数〉 （人）

圏　域 ２４年度見込 ２４年度実績 ２５年度見込 ２５年度実績 ２６年度見込

東　部 21 1 15 0 10

中　部 49 0 33 1 21

南　部 5 0 5 1 4

豊　肥 4 0 3 4 3

西　部 10 0 9 0 9

北　部 10 2 7 1 6

計 99 3 72 7 53

〈地域定着支援利用見込み人数〉 （人）

圏　域 ２４年度見込 ２４年度実績 ２５年度見込 ２５年度実績 ２６年度見込

東　部 5 2 7 2 8

中　部 7 3 12 3 16

南　部 1 0 2 0 2

豊　肥 1 0 1 0 2

西　部 11 0 13 0 14

北　部 12 1 13 1 17

計 37 6 48 6 59
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